
「加速化プラン」を踏まえた追加的な財政補助について

※ その他の費用：①オンライン資格確認の導入に必要となる資格確認端末（パソコン）の購入・導入、②ネットワーク環境の整備、

③レセプトコンピュータ、電子カルテシステム等の既存システムの改修 等

※ 消費税分（10％）も補助対象であり、上記の上限額は、消費税分を含む費用額。

○ マイナンバーカードも保険証として使えるようにする「オンライン資格確認等システム」の仕組みについては、
令和３年３月の開始時点で６割程度の医療機関・薬局において導入していただくことを目指している。

○ コロナ禍により医療機関等の経営状況に影響が及んでいる状況下でも、できるだけ早期に、多くの医療機関・

薬局で導入していただくため、「令和３年３月までに顔認証付きカードリーダーの申込を行った医療機関・
薬局」に限定して、構築に要した費用について一定の補助上限まで定額補助を行うこととする。

※ 令和3年3月末までに顔認証付きカードリーダーを申し込んだ医療機関・薬局を対象とする

病 院
大型チェーン薬局

（グループで処方箋の受付
が月４万回以上の薬局）

診 療 所
薬 局

（大型チェーン薬局以外）

顔認証付き
カードリーダー
提供台数

3台まで無償提供 １台無償提供 １台無償提供

その他の
費用への
補助内容

（レセコン改修等）

１台導入する場合 ２台導入する場合 ３台導入する場合

基準とする事業額
42.9万円を上限に、

その1／２を補助

基準とする事業額
42.9万円を上限に、

その3／4を補助
基準とする事業額

210.1万円を上限に、
その1／２を補助

基準とする事業額
200.2万円を上限に、

その1／２を補助

基準とする事業額
190.3万円を上限に、

その1／２を補助

【見直し前】

基準とする事業額210.1
万円を上限に、実費補助

基準とする事業額200.2
万円を上限に、実費補助

基準とする事業額190.3
万円を上限に、実費補助

基準とする事業額42.9万円を上限に、実費補助
その他の費用
の補助内容

【追加的な導入支援策】
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